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〈論 文〉 
ネット社会における技術市場化の条件 
― インターネットと電子書籍の事例研究 ― 
山 本 尚 利 * 
 
The Conditions of Technology Marketing in the Network Societies 




This paper is a study on what are the conditions of technology marketing in the network societies. 
For this study, the internet technologies and the electronic book technologies are quoted as case 
examples. 
These network technologies have been developed in 1960’s to 80’s but they were not marketable 
in those days. Then it took more than twenty years for these network technologies to be 
commercialized in the global market. This paper challenges to identify the reasons why these 
technologies were not marketable at first. And through the analysis of the impediment factors of the 
network technologies’ commercialization, the paper will show the conditions of technology marketing 
in the network societies. 
 








 1 ．本研究の背景説明 
 1 － 1  本研究の動機 
筆者は1986年より2003年まで、米国シンクタンク・SRI インターナショナル（以下 SRI と略す）の
東アジア本部（東京）にて MOT（技術経営）コンサルタントを務めた。このシンクタンクはインター
ネット技術を筆頭に数々の ICT（Information and Communications Technology）の開発を行った実
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 1 － 2  ネット社会の到来 
最近のインターネットの普及はめざましく、日本ではすでに人口比で80％近い国民がインターネッ
トを利用している（注１）。ネット社会の先進国である米国のみならず世界各国においてもインターネッ
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を追究すること 
（ 2 ）ネット技術が市場化するのを阻害する要因は何であるかを分析すること 








 2 ．事例研究その 1 ：インターネット技術の市場化 
SRI など米国研究機関にて発明、開発されたネット技術の代表はインターネット技術である。90年
代半ばから世界的に普及したインターネットは世界にネット社会をもたらした。そこで、筆者の所属し
た SRI の開発したインターネット技術の開発と事業化の経緯を解説する（寺本・山本, 2004）。 
 
 2 － 1  インターネット技術はどのようにして生まれたのか 
今日、世界中の人々に利用されているパーソナル・コンピュータ（以下パソコンと略す）とインター
ネットの組み合わせによるコンピュータ・ネットワーク化技術体系のイノベーションと技術開発は、
60年代末から70年代にかけて主に SRI にて行われた。SRI における当該イノベーションの最大の貢献
者はダグラス・エンゲルバート博士（注４）である。同氏は2013年初頭現在、ダグ・エンゲルバート研究
所（注５）を経営している。 
（ 1 ）インターネット端末の発明 
エンゲルバート博士は1957年から1977年までスタンフォード大学付属研究所（SRI の前身）の研
究員であった。そして SRI にて Augmentation Research Center の所長を務めていた。ちなみに
Augmentation とは「システムを無限に増大させていく」という意味である。インターネットとはま
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1960年代後半、米国国防総省の高等研究計画局（DARPA、Defense Advanced Research Project 
Agency）は SRI の開発していたネットワーク新技術の軍事利用価値に着目した。そして1968年、
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着手した。アーパネット開発には、SRI の他に、BBN（ネットワークシステム企業）や UCLA（カ
リフォルニア大学ロサンゼルス校）などが参加した。1969年11月、SRI は世界初のインターネット
交信に成功した。そして、アーパネット通信プロトコルとして、SRI は TCP/IP を開発した。ちなみ
に、今日のインターネット通信プロトコルにも TCP/IP が使用され、事実上の世界標準となっている。 
 
 2 － 2  インターネット技術の事業化 
1969年、アーパネットが完成し、その後、ミルネットという軍事用ネットとして使用されるように
なった。当時、TCP/IP に関して SRI が DARPA の依頼で技術サポートしていたが、シリコンバレーの
研究者は UNIX マシンに TCP/IP をインストールして、公衆回線経由にて電子メールを始めた。当時、
研究者が研究情報交流に TCP/IP を利用することを禁止する法律は存在しなかった。そこで1989年、
国防総省はついに軍事技術 TCP/IP の民間への無償開放を黙認すると決めたため、TCP/IP は世界中の
研究者に利用され始めた。そして、スイスの CERN（欧州原子核研究機構）の研究者グループは1992
年に WWW（World Wide Web）サービスを始めた。1993年、シカゴのイリノイ大学にある国立スー
パーコンピュータ応用研究所（NCSA）の大学院生マーク・アンドリーセンなどが、「モザイク」と呼
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かかわらず、民間企業主導型のインターネット事業が発達しなかった。 
 




（ 1 ）80年代末、米国国防総省が軍事用インターネット技術の民間への無償移転を黙認した。 
（ 2 ）世界の ICT インフラにおける大企業支配を世界中の研究者が知恵を結集して打ち崩した。 
（ 3 ）80年代半ば、米国発の世界的な通信規制緩和により通信価格が低下した。 
（ 4 ）90年代、米国クリントン政権は国家情報スーパーハイウェイ（NII）構想を打ち出し、米国は
民間主導で ICT インフラ整備を行った。 
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図４ ISDN 端末 ネクシード 
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ISDN 端末「ネクシード」のビジネス・コンセプト提案と市場有望性の調査を委託された。そして






































































































図４ ISDN 端末 ネクシード 
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ISDN 端末「ネクシード」のビジネス・コンセプト提案と市場有望性の調査を委託された。そして
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 3 － 3  電子書籍の市場化になぜ20年前後もかかったのか 



















（ 2 ）紙印刷本と同等もしくは廉価のデジタル・コンテンツの提供、（ 3 ）数十万点単位の膨大なデジ
タル・コンテンツ・メニューの用意、（ 4 ）廉価な電子書籍端末価格設定、などが挙げられる。 
 
一方、電子書籍普及の技術要因として、（ 1 ）電子書籍端末技術における高機能化と低コスト化の両
立、（ 2 ）省電力、軽量高密度バッテリー技術の開発、（ 3 ）眼精疲労のないディスプレイ技術の開発、
（ 4 ）紙印刷本なみの簡単操作技術の開発、などが挙げられる。 
 












 4 ．インターネットと電子書籍という二つの事例研究に基づく結論 
インターネット技術と電子書籍技術の二つの技術市場化に関する事例研究から得られた結論は
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注 2 ：藤吉栄二著、『スマートデバイス最前線 ～拡大するスマートデバイスへの期待と課題～』、野村総合研究所、
2012年 
http://www.nri.co.jp/publicity/mediaforum/2012/pdf/forum174_4.pdf 
注 3 ：電子書籍 
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9B%BB%E5%AD%90%E6%9B%B8%E7%B1%8D 
注 4 ：Douglas Engelbart 
http://en.wikipedia.org/wiki/Douglas_Engelbart 
注 5 ：Doug Engelbart Institute 
http://dougengelbart.org/ 
注 6 ：Memex 
http://en.wikipedia.org/wiki/Memex 
注 7 ：Alan Kay 
http://en.wikipedia.org/wiki/Alan_Kay 
注 8 ：Xerox Alto 
http://en.wikipedia.org/wiki/Xerox_Alto 
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